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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、集団間葛藤状況が同調行動を促進させるとの仮説の妥当性を検討すること
、そして、促進された同調行動が「文化」の生成を促すか否かを検討することに遭った。実験室実験および進化シミュ
レーションを実施した結果、１）集団間葛藤状況において少数派同調にも適応価が見られた、２）実験の結果、集団間
葛藤時において多数派同調傾向は観測されなかった。ただし、協力傾向に男女差が見られた。成果１）は社会心理学研
究に掲載され、成果２）は国内の諸学会にて発表された。

研究成果の概要（英文）：We aim to test the validity of the hypothesis that intergroup conflict would 
promote conformity, and whether facilitated conformity can create "culture". 1) the majority-syncing is 
still adaptive in intergroup conflict even when minority-syncing invaded, 2) majority-syncing was not 
showed in lab experiment, but sex differences was showed in ingroup cooperation. The results of 1) was 
reported in Japanese Journal of Social Psychology, and the results 2) was presented in the conferences 
hold in Japan.

研究分野： 社会心理学

キーワード： 集団間葛藤　社会的影響
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１．研究開始当初の背景 
 
 本研究の目的は、集団間葛藤状況が頻度依
存傾向 (同調行動) に与える影響を検討する
ことにある。頻度依存傾向は、集団内で高頻
度に見られる行動を模倣する傾向である。
Boyd & Richerson (1985) は、この傾向は人間
の「文化」伝達を支えるものであり、その適
応的意義は正確な情報を獲得する文脈にあ
ることが示されている(e.g., Henrich & Boyd, 
1998)。しかし、B & R のモデルでは、頻度依
存傾向は所与のものであり、頻度依存傾向自
体の進化は言及されていなかった。 
 また、同調傾向は、文化の認知的成立基盤
の 一つ であ ると され てい る  (Boyd & 
Richerson, 1985)。そのため、集団間葛藤によ
り同調が促進された集団には、ある「文化」
が生成されている可能性がある。 
 
２．研究の目的 

 
以上より、本研究では、情報探索とは異な

る文脈である集団間葛藤状況こそが頻度依
存傾向の進化を促す、との仮説を立て、その
妥当性を検証する。横田・中西 (2012) は、
進化シミュレーションを用いて、集団葛藤状
況の強さに応じて、内集団への協力のみなら
ず、多数派同調する傾向も進化することを見
出した。すなわち、多数派同調傾向は、内集
団協力の進化速度を促進させると同時に、そ
のことが多数派同調そのものの進化を促す
のである。そして、多数派同調は、集団間葛
藤が強くなるほど進化することも示された。 
以上を踏まえ、本プロジェクトの目的は二

つである。一つは、別のタイプの同調行動で
ある少数派同調個体を導入することで、多数
派同調の進化の妥当性を検討する。少数派同
調は、一見、協力が合理的になるような場面
では非適応的に見える。しかし、集団ん間葛
藤が激化し、集団が全て協力的な個体で湿ら
られていくにつれ、むしろ非協力的に振る舞
う少数派同調個体は適応的になると考えら
れる。一方で、集団内が非協力個体で占めら
れていた場合には協力するため、むしろ適応
的ではなくなる。このような一定数の少数派
同調個体が存在したときにも、多数派同調は
適応的になるかを検討した。もう一つは、集
団間葛藤と同調行動との関連について、経験
的な証拠を提出することである。 
本報告書では、成果として、進化シミュレ

ーションと実験室実験の成果を報告する。 
 
３．研究の方法 
 

(1) 進化シミュレーション研究 集団間
葛藤と複数の同調傾向との関係について検
討するため、横田・中西 (2012) の進化シミ
ュレーションの追試を実施した。シミュレー
ションでは、多数派に同調する傾向と少数派
に同調する傾向が、それぞれ集団間葛藤の程

度に応じて進化するか否かを検討した。その
ため、横田・中西のシミュレーションに、少
数派へ同調する行動戦略を持つ個体を追加
したものを実施した。 
 
(2) 実験室実験研究 本研究の仮説の妥当

性を検証するため、実験室実験を行った。実
験では、このプロジェクトで開発した実験プ
ログラム「どこレンマ」を用いた。実験には
6 名が参加し、ランダムに 2 つの集団に分け
て、ダブルジレンマゲーム（集団内で社会的
ジレンマゲームを行うと同時に、2 つの集団
の間で協力率の高い集団が低い集団からあ
る割合 (今回は 20%) で利得を没収して、自
集団のボーナスとすることができる）を繰り
返し行う。その際、ゲームの結果の情報がフ
ィードバックされる条件 (参照可能条件) と
されない条件 (参照不可能条件) を設定した。
参照可能条件で提示された情報には、各メン
バーの行動、ゲームで得た利益、これまでの
行動の履歴、ダブルジレンマゲームの勝敗な
どであった。参照不可能条件では、情報は提
示されず、次試行に移行した。ゲームは 50
試行が実施された。 

 
４． 研究成果 
 
(1) 各条件における集団間葛藤の強度と協力
率の関係を Figure 1 に示す。横田・中西 
(2012) で示された通り、集団間淘汰圧が強く
なるほど、多数派同調個体がいるシミュレー
ションでは内集団協力が進化した（参照可能
多数派同調のみ）。ただし、少数派同調の個
体を導入した場合 (少数派同調のみ) には、
参照不可能条件よりも協力個体は進化しに
くかった。そこで多数派同調と少数派同調の
両方を導入すると (混合)、少数派同調の場合
よりも協力が進化することが示された。すな
わち、多数派同調は協力をより合理的にさせ
たと言える。また、Figure 2 に多数派同調お
よび少数派同調の進化を示した。多数派同調
と少数派同調が混在した場合 (混合) におい
ても、多数派同調個体は進化していた。一方、
少数派同調個体はその数は減るが絶滅せず、
ある一定数が存在することが示された。すな
わち、多数派同調と少数派同調は混合戦略と
して安定することが示唆される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 1. 条件ごとの協力率 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 2. 多数派同調と少数派同調の進化 
 
 (2) 10 試行を 1 ブロックとした、集団ごと
の協力率の推移を Figure 3, 4 に示す。今回の
結果では、条件×試行×性別の交互作用効果 
(GLMM: 推定値 = 0.12, F(1, Infty) = 9.42, p 
< .01) が得られたため、男女別に分析を行っ
た。分析の結果、男性では参照可能条件で高
い協力率が得られた。一方、女性では、参照
可能条件で、後半から協力率の低下が見られ
た。参照可能条件で不可能条件よりも協力率
が高いことは、横田・中西および本研究のシ
ミュレーションの結果とも一貫する。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
Figure 3. 各条件での男性の協力率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 4. 各条件での女性の協力率の推移 
 
 続いて、多数派同調が起こったか否かを検
討する分析を行った。ブロックごとに前試行
の他の集団メンバーの行動と現試行の参加
者の行動が一致するか否かの頻度を求め、そ
の割合を算出した。3 人集団であるため、前
試行で 2 人が協力か非協力を取った頻度 (発
生頻度) において、現試行でその 2 人の行動
と一致した場合 (一致頻度) に多数派同調が
起こったとみなした。結果を Table 1, 2 に示

す。男性は天井効果のため、多数派同調が参
照可能条件で起こったか否かを検討するこ
とはできなかった。一方、女性では、参照可
能条件では、前半において、仮説と一貫して、
多数派同調が起こっていた。しかし、協力率
が下がるブロック 3 以降はその割合が低下し、
参照不可能条件と同程度の割合になった。よ
って、仮説は一部で支持された。以上より、
実験室実験にて、集団間葛藤が同調行動に与
える影響についての経験的証拠を提出する
という本研究の目的は果たされた。しかし、
フィードバックの与え方や葛藤の強さの操
作など改善する点は多く、今後、更なる追試
が必要である。 
 また、本研究のもう一つの目的である、同
調行動が「文化」形成を起こすとの目的は果
たすことができなかった。その理由は、仮説
が上記の実験室実験で同調が起こることを
前提とした仮説だったことにある。今回の実
験の実施は、「どこレンマ」という実験プロ
グラムを用いて実施されたが、そのバグ取り
に時間を割く必要があった。そのため、何度
か実験のやり直しを余儀なくされた。よって、
実験の結果の妥当性について十分な検討が
できたとは言い難く、更なる追試が必要であ
る。「どこレンマ」のプログラムは完成して
いるため、次回のプロジェクトでの成果に期
待したい。 
 
Table 1. 男性で多数派同調が発生した割合 
条件 ブロック 
 1 2 3 4 5 
可能 .99 

(79/80) 
.99 

(97/98) 
1.00 

(95/95) 
1.00 

(93/93) 
.97 

(87/90) 
不可 .66 

(79/80) 
.76 

(79/80) 
.76 

(79/80) 
.85 

(79/80) 
.75 

(79/80) 
※ カッコ内は一致頻度／発生頻度を表す 
 
Table 2. 女性で多数派同調が発生した割合 
条件 ブロック 
 1 2 3 4 5 
可能 .94 

(190/202) 
.94 

(216/230) 
.84 

(176/209) 
.81 

(157/193) 
.84 

(164/196) 
不可 .72 

(100/139) 
.82 

(139/169) 
.85 

(160/189) 
.90 

(180/199) 
.84 

(163/193) 
※ カッコ内は一致頻度／発生頻度を表す 
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